大阪府教育委員会通則の改正（概要）

教育委員会事務局教育総務企画課
■改正の理由

　　「私立学校に関する事務」が知事から教育長に委任されることを受けて、教育委員会及び私立学校に関する事務をつかさどる事務局を「教育庁」と称するとともに、新たに「私学課」等を設置すること等に伴い、所要の改正を行う。
■改正の内容
　　①事務局を「教育庁」と称することに伴う改正
　　・教育委員会及び私立学校に関する事務をつかさどる事務局を、「教育庁」と称する旨の規定の新設（第１条）

　　・「事務局」を「教育庁」に改める改正（第２条、第３条、第８条、第９条、第10条、第15条）

②「教育庁」に「私学課」及び「私学監」を設置することに伴う改正
　　・「私学課」及び「私学監」を設置する旨の規定の新設（第８条、第９条）
　　・「私学監」の掌理事務の規定（第12条）

　　③行政不服審査法が改正されたことに伴う改正
　　　　・教育委員会から教育長への「不利益処分に係る不服申立ての審査に関する」事務委任にかかる規定の削除（第５条）

　　④その他

　　　　・字句の修正（第１条、第３条）
■施行期日
　　平成28年４月１日
■政策アセスメント・制度間調整

　　「私立学校に関する事務」の知事から教育委員会への委任協議は、３月２４日付けで成立。
